
平成 15 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要       

平成 14 年 11 月 13 日 

会 社 名  株式会社プロトコーポレーション    登録銘柄 

コ ー ド 番 号  4 2 9 8     AAAAAAAAAAAAAAAAA    本社所在都道府県  愛知県 

（ＵＲＬ http://www.proto-g.co.jp/） 

本 社 所 在 地  名古屋市中区葵一丁目 23 番 14 号 

問い合わせ先  責任者役職名AAA専 務 取 締 役        

        氏    名 AAA入 川 達 三           ＴＥＬ（052）934－2000 

決算取締役会開催日  平成 14 年 11 月 13 日       中間配当制度の有無 55 有 

中間配当支払開始日  平成 14 年 11 月 26 日       単元株制度採用の有無  有（１単元1,000 株） 

１．14 年 9 月中間期の業績（平成 14年 4月 1 日～平成 14年 9月 30 日） 

(1) 経営成績                                （百万円未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 

14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円    ％ 

8,766（  13.4） 
7,727（ 12.8） 

百万円    ％ 

            762（   5.2） 
725（  24.8） 

百万円    ％ 

800（  10.1） 
727（  22.4） 

 

14 年 3 月期 16,353（ － ） 1,583（ － ）   1,700（ － ）  
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円   ％ 

435（  25.7） 
346（  66.6） 

円 銭 

00000000000000000049 88 
0 00000000000000044 21 

 

14 年 3 月期 00000000000833（ － ） 000000000000000  100 72  
(注)1.期中平均株式数14 年 9 月中間期8,723,500 株 13 年 9 月中間期 7,828,825 株 14 年 3 月期 8,275,108 株 
  2．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
  3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金  

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

円  銭 
                10  00 
              0  00 

円  銭 
           ――     
              ―― 

 
 

14 年 3 月期          ――              0000015  00  

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  
 

14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円 

0000011,848 
0000011,948 

百万円 

000007,369 
000006,590 

％ 

000000000062.2 
000000000055.2 

円  銭 
000000000000844  80 

755  32 

 

14 年 3 月期 0000011,842 000007,078 000000000059.8 0000000000  811  43  
(注)1.期末発行済株式数14 年 9 月中間期 8,723,500 株 13 年 9 月中間期 8,724,000 株 14 年 3 月期 8,723,500 株 
    2.期末自己株式数   14 年 9 月中間期  1,500 株 13 年 9 月中間期   1,000 株 14 年 3 月期   1,500 株 
 

２．15 年 3 月期の業績予想（平成 14年 4月 1 日～平成 15年 3月 31 日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末   

通  期 
百万円 

0000018,270  
百万円 

000000 820  
百万円 

00000000400  
円 銭 

10  00  
円 銭 

020  00  
 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   45 円 97 銭 

なお、１株当たり予想当期純利益の計算は、期中平均株式数をもって計算しております。 
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中 間 財 務 諸 表 等          

(1) 中 間 財 務 諸 表          

① 中 間 貸 借 対 照 表          
(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

前 事 業 年 度           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年３月31日現在) 科       目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

(資 産 の 部)  
％ 
  

％ 
  

％ 
 

Ⅰ 流 動 資 産                 

1. 現 金 及 び 預 金  4,883,499  3,951,852  4,465,332  

2. 受 取 手 形 ※2 45,816  72,360  54,830  

3. 売 掛 金  1,508,823  1,691,912  1,724,751  

4. た な 卸 資 産  40,127  36,139  39,959  

5. そ の 他  208,771  252,020  200,313  

6. 貸 倒 引 当 金  △1,328  △2,462  △2,926  

  流 動 資 産 合 計  6,685,709 56.0 6,001,824 50.7 6,482,261 54.7 

Ⅱ 固 定 資 産                 

(1) 有 形 固 定 資 産             ※1       

1. 建 物  1,911,095  2,095,130  1,857,952  

2. 土 地  2,078,391  2,221,736  2,078,391  

3. そ の 他  128,075  166,644  173,646  

  有 形 固 定 資 産 合 計  4,117,562 34.4 4,483,511 37.8 4,109,990 34.7 

(2)  無 形 固 定 資 産             44,793 0.4 52,812 0.4 45,666 0.4 

(3)  投 資 そ の 他 の 資 産                   

1.  出 資 金  ―  631,118  634,972  

2. 投 資 そ の 他 の 資 産  1,114,466  696,510  587,569  

3. 貸 倒 引 当 金  △14,335  △17,658  △18,128  

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,100,130 9.2 1,309,970 11.1 1,204,413 10.2 

  固 定 資 産 合 計  5,262,486 44.0 5,846,294 49.3 5,360,071 45.3 

  資 産 合 計  11,948,196 100.0 11,848,119 100.0 11,842,333 100.0 
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(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

前 事 業 年 度           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年３月31日現在) 科       目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

(負 債 の 部)  
％ 
  

％ 
  

％ 
 

Ⅰ 流 動 負 債                 

1. 支 払 手 形  1,572,418  668,872  1,061,263  

2. 買 掛 金  1,110,508  704,717  720,659  

3. 短 期 借 入 金  ―  300,000  ―  

4. 未 払 費 用  940,406  1,149,596  1,190,458  

5. 未 払 法 人 税 等  385,861  398,338  487,381  

6. 前 受 金  765,521  807,587  776,691  

7. 返 品 調 整 引 当 金  44,236  55,043  52,097  

8. そ の 他 ※3 189,522  122,693  207,417  

  流 動 負 債 合 計  5,008,475 41.9 4,206,847 35.5 4,495,969 38.0 

Ⅱ 固 定 負 債                 

1. 役員退職慰労引当金  133,380  134,880  144,380  

2. そ の 他  216,137  136,773  123,473  

  固 定 負 債 合 計  349,517 2.9 271,653 2.3 267,853 2.3 

  負 債 合 計  5,357,993 44.8 4,478,501 37.8 4,763,822 40.2 



ファイル名:11短信（単体財務諸表） 更新日時:2002/11/08 13:32 印刷日時:02/11/08 13:50 

― 3 ― 

(単位：千円) 

前中間会計期間末 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日現在) 

前 事 業 年 度           
要 約 貸 借 対 照 表           
(平成14年３月31日現在) 科       目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資 本 の 部）   
％ 
  

％ 
  

％ 
 

Ⅰ 資 本 金           1,824,620 15.3 ― ― 1,824,620 15.4 

Ⅱ 資 本 準 備 金           2,011,536 16.8 ― ― 2,011,536 17.0 

Ⅲ 利 益 準 備 金           254,155 2.1 ― ― 254,155 2.1 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金                 

1. 任 意 積 立 金  2,030,000  ―  2,030,000  

2. 中間（当期）未処分利益 473,784  ―  961,143  

  そ の 他 の 剰 余 金 合 計 
 

2,503,784 21.0 ― ― 2,991,143 25.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金           △0.0 ― △0.0 

Ⅵ 自 己 株 式  

△3,891 

― ― 

― 

― ― 

    △989 

△1,955 △0.0 

  資 本 合 計  6,590,203 55.2 ― ― 7,078,510 59.8 

    負 債 資 本 合 計   11,948,196 100.0 ― ― 11,842,333 100.0 

        

Ⅰ 資 本 金             1,824,620 15.4   

Ⅱ 資 本 剰 余 金                 

   1. 資 本 準 備 金   2,011,536    

  資 本 剰 余 金 合 計    2,011,536 17.0   

Ⅲ 利 益 剰 余 金                 

  1. 利 益 準 備 金    254,155    

  2. 任 意 積 立 金    2,730,000    

  3. 中 間 未 処 分 利 益    552,357    

  利 益 剰 余 金 合 計    3,536,512 29.8   

Ⅳ その他有価証券評価差額金            △0.0  

Ⅴ 自 己 株 式  

 

  

△1,095 

△1,955 △0.0 

    

  

  資 本 合 計    7,369,618 62.2   

  負 債 資 本 合 計    11,848,119 100.0   
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② 中 間 損 益 計 算 書          
(単位：千円) 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度           
要 約 損 益 計 算 書           

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 科       目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

Ⅰ 売 上 高           7,727,643 
％ 

100.0 8,766,512 
％ 

100.0 16,353,594 
％ 

100.0 

Ⅱ 売 上 原 価           3,879,989 50.2 4,541,511 51.8 8,304,305 50.8 

    売 上 総 利 益  3,847,654 49.8 4,225,001 48.2 8,049,288 49.2 

    返品調整引当金戻入額  38,224 0.5 52,097 0.6 38,224 0.2 

    返品調整引当金繰入額  44,236 0.6 55,043 0.6 52,097 0.3 

    差 引 売 上 総 利 益  3,841,642 49.7 4,222,055 48.2 8,035,415 49.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,116,314 40.3 3,459,120 39.5 6,452,351 39.5 

    営 業 利 益  725,328 9.4 762,934 8.7 1,583,064 9.7 

Ⅳ 営 業 外 収 益          ※1 21,425 0.3 38,592 0.4 137,905 0.8 

Ⅴ 営 業 外 費 用          ※2 19,354 0.3 640 0.0 20,951 0.1 

    経 常 利 益  727,398 9.4 800,886 9.1 1,700,018 10.4 

Ⅵ 特 別 利 益           282 0.0 464 0.0 2,000 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失           23,756 0.3 213 0.0 59,401 0.4 

    税引前中間(当期)純利益   703,924 9.1 801,137 9.1 1,642,617 10.0 

    法人税､住民税及び事業税   381,010 4.9 380,500 4.3 830,000 5.1 

    法 人 税 等 調 整 額  △23,168 △0.3 △14,514 △0.2 △20,824 △0.2 

    中間（当期）純利益  346,082 4.5 435,151 5.0 833,441 5.1 

    前 期 繰 越 利 益  127,702  117,206  127,702  

    中間（当期）未処分利益   473,784  552,357  961,143  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項       目 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度           

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

1.  資産の評価基
準及び評価方

法 

（1）有価証券 
  子会社株式 

   移動平均法による原価 
      法 
  その他有価証券 

   時価のあるもの 
      中間決算日の市場価 
        格等に基づく時価法 

      （評価差額は全部資本 
    直入法により処理 
        し、売却原価は移動 

        平均法により算定） 
     時価のないもの 
       移動平均法による原 

        価法 
（2）たな卸資産 
  商品、製品、仕掛品 

    個別法による原価法 
  貯蔵品 
    最終仕入原価法による 

      原価法 

（1）有価証券 
  子会社株式 

同  左 
 
  その他有価証券 

   時価のあるもの 
同  左 

 

 
 
 

 
     時価のないもの 

同  左 

 
（2）たな卸資産 

同  左 

 
 
 

（1）有価証券 
    子会社株式 

   移動平均法による原価 
      法 
  その他有価証券 

   時価のあるもの 
      決算日の市場価格等 
        に基づく時価法（評 

        価差額は全部資本直 
    入法により処理し、 
        売却原価は移動平均 

        法により算定） 
     時価のないもの 
       移動平均法による原 

        価法 
（2）たな卸資産 
       同  左 

 
 
 

 

2. 固定資産の減
価償却の方法 

（1）有形固定資産 
   定率法 

    ただし、平成10年4月1日 
    以降に取得した建物（附 
    属設備を除く）について 

   は定額法 
（2）無形固定資産 
   定額法 

   なお、自社利用のソフト 
    ウェアについては社内に 
    おける利用可能期間 

  （５年）に基づく定額法 

（1）有形固定資産 
同  左 

 
 
 

 
（2）無形固定資産 

同  左 

 
 

（1）有形固定資産 
同  左 

 
 
 

 
（2）無形固定資産 

同  左 

 
 

3. 引当金の計上
基準 

（1）貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失 
    に備えるため、一般債権 

    については貸倒実績率に 
    より、貸倒懸念債権等特 
    定の債権については個別 

    に回収可能性を勘案し、 
    回収不能見込額を計上し 
    ております。 

（2）返品調整引当金 
   返品による損失に備える 
    ため、売上高に対する過 

    去の返品率に基づき、返 
    品損失見込額を計上して 
    おります。 

 
 

（1）貸倒引当金 
同  左 

 

 
 
 

 
 
 

（2）返品調整引当金 
同  左 

 

 
 
 

 
 

（1）貸倒引当金 
同  左 

 

 
 
 

 
 
 

（2）返品調整引当金 
同  左 
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項       目 
前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度           

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

（3）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出 
    に備えて、内規に基づく 

期末要支給額を計上して 

    おります。ただし、中間 
においては、年間の繰入 
見積額を期間按分した金 

    額を計上しております。  

（3）役員退職慰労引当金 

同  左 

（3）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出 
    に備えて、内規に基づく 
    期末要支給額を計上して 

    おります。 
   

4. リース取引の
処理方法 

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同  左 同  左 

5. その他(中間)
財務諸表作成

のための基本
となる重要な
事項 

（1）レバレッジドリースの会 
    計処理 

 レバレッジドリースに係る匿 
 名組合契約に関しては、出資 
 額を貸借対照表の出資金に含 

 めて計上しており、出資に係 
 る損益は、同組合が定める計 
 算期間および当社持分相当額 

 により、当期に属する額を匿 
 名組合投資損益として処理し 
 ております。 

また、同匿名組合の累積損失 
額のうち、当社負担に帰属す 
るものは、平成13年９月30日 

現在168,385千円となってお 
り、固定負債の「その他」に 
含めて貸借対照表に計上して 

おります。 
 
（2）消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費税 
    の会計処理は、税抜方式 
    によっております。 

（1）レバレッジドリースの会 
    計処理 

 レバレッジドリースに係る匿 
 名組合契約に関しては、出資 
 額を貸借対照表の出資金に含 

 めて計上しており、出資に係 
 る損益は、同組合が定める計 
 算期間および当社持分相当額 

 により、当期に属する額を匿 
 名組合投資損益として処理し 
 ております。 

また、同匿名組合の累積損失 
額のうち、当社負担に帰属す 
るものは、平成14年９月30日 

現在63,832千円となっており 
、固定負債の「その他」に含 
めて貸借対照表に計上してお 

ります。 
 
（2）消費税等の会計処理 

同  左 
 

（1）レバレッジドリースの会 
    計処理 

 レバレッジドリースに係る匿 
 名組合契約に関しては、出資 
 額を貸借対照表の出資金に含 

 めて計上しており、出資に係 
 る損益は、同組合が定める計 
 算期間および当社持分相当額 

 により、当期に属する額を匿 
 名組合投資損益として処理し 
 ております。 

また、同匿名組合の累積損失 
額のうち、当社負担に帰属す 
るものは、平成14年３月31日 

現在71,333千円となってお 
り、固定負債の「その他」に 
含めて貸借対照表に計上して 

おります。 
 
（2）消費税等の会計処理 

同  左 
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会 計 処 理 の 変 更          
 

該当事項はありません。 

 

 

表 示 方 法 の 変 更          

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

 
 
 

（中間貸借対照表） 
前中間会計期間において投資その他の資産の
「投資その他の資産」に含めて表示しており

ました「出資金」（前中間会計期間85,669千
円）については、資産総額の100分の5超とな
ったため、当中間会計期間より区分掲記して

おります。 

 

 

追 加 情 報          
 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度           

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

 （中間貸借対照表） 

中間財務諸表等規則の改正により当
中間会計期間から「資本準備金」は
「資本剰余金」の内訳と「利益準備

金」「任意積立金」「中間未処分利
益」は「利益剰余金」の内訳として
表示しております。 
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注 記 事 項          

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日現在) 

前 事 業 年 度 末           
(平成14年３月31日現在) 

※1  有形固定資産の減価償却累計額 
                       971,832千円 

※1  有形固定資産の減価償却累計額 
                     1,069,087千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 
            996,836千円 

※2  中間会計期間末日満期手形の処 
     理 
     中間会計期間末日満期手形は、 

     手形交換日をもって決済処理し 
     ております。従って、当中間会 
     計期間末日は、金融機関の休日 

     であったため、中間会計期間末  
     日満期手形が以下の科目に含ま  
     れております。 

     受取手形         1,616千円 

※2            ――  ※2  期末日満期手形の処理 
   期末日満期手形は、手形交換日 
     をもって決済処理しておりま 

     す。なお、当期末日が金融機関 
     の休日であったため、次の期末 
     日満期手形が、期末残高に含ま 

     れております。 
    受取手形     8,857千円 
 

※3 消費税等の取扱い 
   仮払消費税等および仮受消費税 

     等は相殺のうえ、流動負債「そ 
     の他」に含めて表示しておりま 
     す。 

 

※3 消費税等の取扱い 
同  左 

※3            ―― 
  

 
 

 

 

(中間損益計算書関係) 
 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度           

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

※1 営業外収益の主要項目 

   受取利息              454千円 
     匿名組合投資収益    9,982千円 
 

※1 営業外収益の主要項目 

   受取利息          127千円 
   匿名組合投資収益  7,500千円 
     保険返戻額        20,854千円 

 

※1 営業外収益の主要項目 

   受取利息        1,353千円 
   匿名組合投資収益 108,297千円 
 

※2 営業外費用の主要項目 
   支払利息          1,073千円 

     新株発行費       17,884千円 
 

※2 営業外費用の主要項目 
   支払利息          315千円 

 

※2 営業外費用の主要項目 
   支払利息        1,414千円 

 

※3 減価償却実施額 

   有形固定資産      71,617千円 
   無形固定資産      2,745千円 
 

※3 減価償却実施額 

   有形固定資産      75,513千円 
   無形固定資産      4,374千円 
 

※3 減価償却実施額 

   有形固定資産     149,205千円 
   無形固定資産      5,931千円 
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 
 

前 中 間 会 計 期 間           

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日) 

当 中 間 会 計 期 間           

(自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 

前 事 業 年 度           

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 
 
①リース物件の取得価額相当額、減 

  価償却累計額相当額および中間期 
  末残高相当額 

          取得価額   減価償却    中間期末残高     

             累 計 額     

          相 当 額        相 当 額        相 当 額     

構 築 物     33,174千円   21,561千円   11,612千円 

工具器具 

 備品  144,574千円   86,145千円   58,428千円 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ     485,738千円  285,059千円  200,678千円 

合 計  663,487千円  392,766千円  270,720千円 

 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 
 
①リース物件の取得価額相当額、減 

  価償却累計額相当額および中間期 
  末残高相当額 

          取得価額  減価償却   中間期末残高     

            累 計 額     

          相 当 額       相 当 額       相 当 額     

構 築 物     33,174千円  27,090千円   6,083千円 

工具器具 

 備品  211,890千円 137,283千円  74,607千円 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ     459,530千円 375,651千円  83,879千円 

合 計  704,595千円 540,025千円  164,570千円 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 
 
①リース物件の取得価額相当額、減 

  価償却累計額相当額および期末残 
  高相当額 

          取得価額  減価償却    期 末 残 高     

            累 計 額     

          相 当 額       相 当 額        相 当 額     

構 築 物     33,174千円  24,326千円   8,847千円 

工具器具 

 備品  175,828千円  101,747千円  74,080千円 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ     494,698千円 346,779千円  147,919千円 

合 計  703,701千円 472,853千円  230,848千円 

②未経過リース料中間期末残高相当 

  額 
   1 年 内      154,750千円 
    1 年 超        122,345千円            

    合  計      277,096千円 
 

②未経過リース料中間期末残高相当 

  額 
   1 年 内       99,187千円 
    1 年 超         70,728千円            

    合  計      169,915千円 
 

②未経過リース料期末残高相当額 

 
    1 年 内     138,924千円 
    1 年 超      98,592千円            

    合  計    237,516千円 
 

 ③支払リース料、減価償却費相当額 

   および支払利息相当額 
 
 支払リース料      84,662千円 

 減価償却費相当額   80,612千円 
 支払利息相当額     3,595千円 
 

 ③支払リース料、減価償却費相当額 

   および支払利息相当額 
 
 支払リース料      83,885千円 

 減価償却費相当額   79,302千円 
  支払利息相当額     3,151千円 

 ③支払リース料、減価償却費相当額 

   および支払利息相当額 
 
  支払リース料    179,265千円 

 減価償却費相当額  169,423千円 
 支払利息相当額     9,087千円 

 ④減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価格 
  を零とする定額法によっております。 

 

④減価償却費相当額の算定方法 
同  左 

 

④減価償却費相当額の算定方法 
同  左 

 

⑤利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取得価額 

  相当額の差額を利息相当額とし、各期 
  の配分方法については、利息法によっ 
  ております。 

 

⑤利息相当額の算定方法 
同  左 

 

⑤利息相当額の算定方法 
同  左 

 

 

 

 


